(様式Ａ)
	新型コロナウイルス感染症の発生に起因する
売上高等の１５％以上減少についての申出書

①基準月の売上高等
	A（売上高等　実績）
	B （売上高等　実績）

	基準月
	金　額
	該当する方の□欄にチェック（※１）
	金　額

	
	
	□前年同月
	

	
	
	または
	

	
	
	□前々年同月
	

	年　　月　
	円
	年　　月　
	円


（※１）前年同月か前々年同月のどちらかを選択するかは、「売上高等が15％以上減少した事業者の考え方」をご覧ください。

基準月の売上高等の減少率
	　　　　減少率　
	（ Ｂ　―　Ａ ）
	× １００
	％

	
	Ｂ
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５％以上減少）
②基準月とその後２カ月を含む３カ月間の売上高等の実績
	Ｃ （売上高等　実績）
	D （売上高等　実績）

	基準月の後２カ月間
	金　額
	該当する方の□欄にチェック（※１）
(①で選択したものと同じ)
	金　額

	
	
	□前年同月
	

	
	
	または
	

	
	
	□前々年同月
	

	年　　月　
	円
	年　　月　
	円

	年　　月
	円
	年　　月
	円

	合　　計
	円
	合　　計
	円



	（ A＋Ｃ ）
	円
	（ Ｂ＋Ｄ ）
	円



基準月を含む３ケ月間の売上高等の実績の減少率
	　　　　減少率　
	（Ｂ＋Ｄ）－（Ａ＋Ｃ）
	× １００
	％

	
	Ｂ＋Ｄ
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５％以上減少）

<その他>
・①、②ともに１５％以上の減少率であること。
・上記、売上高等の実績を確認できる書類として、参考様式「売上台帳」等を添付すること。
・参考様式「売上台帳」等の根拠となる決算書等の書類(以下「根拠書類」という)は、補助事業の完了（補助　事業の廃止の承認を受けたときを含む）の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。
・本申出書の申請者は、根拠書類について、福岡県知事(以下「知事」という)の要求があったときは、速やかに提出しなければならない。
(参考様式)
売上台帳
(単位：円)　　　　　　　　　
	月
	売上高
	備考欄

	平成３１年２月
	
	

	平成３１年３月
	
	

	平成３１年４月
	
	

	令和元年５月
	
	

	令和元年６月
	
	

	令和元年７月
	
	

	令和元年８月
	
	

	令和元年９月
	
	

	令和元年１０月
	
	

	令和元年１１月
	
	

	令和元年１２月
	
	

	[bookmark: _Hlk72414580]令和２年１月
	①売上の対象になる月3カ月×2年分のみ記入　して下さい。全部書かれる必要はありません。
例：対象月（令和２年5月～7月）と、
比較する月（令和元年5月～7月）
②一番下に署名捺印して提出して下さい。
③その根拠書類を見せて下さい。相違ないか確認します。
売上実績が分かる台帳等。
（月毎の売上が分かる書類、売上台帳、確定申告書など）
根拠書類の提出は不要です。

	

	令和２年２月
	
	

	令和２年３月
	
	

	令和２年４月
	
	

	令和２年５月
	
	

	令和２年６月
	
	

	令和２年７月
	
	

	令和２年８月
	
	

	令和２年９月
	
	

	令和２年１０月
	
	

	令和２年１１月
	
	

	令和２年１２月
	
	

	令和３年１月
	
	

	令和３年２月
	
	

	令和３年３月
	
	

	令和３年４月
	
	

	令和３年５月
	
	


　　　　　※基準月の後２カ月までを記入し、それ以降は斜線を引くこと。


　　　　　上記の売上高等は、決算書や確定申告書等の内容と相違ありません。
　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称(商号又は屋号)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名・連絡先　　





(様式Ｂ)
	新型コロナウイルス感染症の発生に起因する
売上高等の１５％以上減少についての申出書

本様式は「業歴3カ月以上1年1カ月未満の事業者」または「前年以降の店舗増加とうによって、単純な売上高等の前年比較が困難な事業者」が使用する。


①基準月の売上高等
	A（売上高等　実績）
	B （売上高等　実績）

	基準月
	金　額
	基準月の前2カ月
	金　額

	年　　月　
	円
	年　　月　
	

	
	年　　月　
	

	
	Ｂ　合　計
	





基準月の売上高等の減少率
	　　　　減少率　
	（Ａ＋Ｂ）－Ａ×３ ）
	× １００
	％

	
	Ａ＋Ｂ
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５％以上減少）



<その他>
・上記、売上高等の実績を確認できる書類として、参考様式「売上台帳」等を添付すること。
・参考様式「売上台帳」等の根拠となる決算書等の書類(以下「根拠書類」という)は、補助事業の完了（補助　事業の廃止の承認を受けたときを含む）の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。
・本申出書の申請者は、根拠書類について、福岡県知事(以下「知事」という)の要求があったときは、速やか




















売上高等が１５％以上減少した事業者の考え方

「新型コロナウイルス感染症の拡大による影響で、令和2年2月から令和3年3月までの期間で、売上高　等が前年または前々年の同月と比較して15％以上減少しており、かつ、その後２カ月間を含む３カ月間の　売上高等が前年または前々年の同期と比較して15％以上減少している中小企業等」について、下記のとおり取り扱いますので、ご留意ください。

１．対象となるために必要な書類
令和２年３月以降に、新型コロナウイルス感染症を起因としたセーフティネット保証第４号または危機関連保証の認定(※１)を受けている


YES
NO

業歴１年１カ月以上であり、売上高等の前年比較が可能である

YES
NO

業歴３カ月以上１年１カ月未満である
または
前年以降の店舗実績増加等によって、単純な売上高等の前年比較が困難である。



YES

下記の２つを提出
・売上高等の15％以上減少に　ついての申出書（様式Ｂ）
・売上台帳

下記の２つを提出
[bookmark: _Hlk72423167]・売上高等の15％以上減少に
ついての申出書（様式Ａ）
・売上台帳

市町村発のセーフティ　ネット保証第４号または危機関連保証の認定書の写しを提出(※２)




※１)セーフティネット保証第４号の認定：「中小企業信用保険法第２条５項代号の規定に基づく市町村の認定」
危機関連保証の認定：「中小企業信用保険法第２条６項の規定に基づく市町村の認定」
※２）福岡県内において、「令和2年新型コロナウイルス感染症」を発動事由に発行されているものであれば、有効期限が切れているものでも可。
※３）申出書記載の売上の実績を確認できる書類を添付して下さい。

２．申出書（様式A）における「前年または前々年同月」について
　（１）「基準月」が令和2年2月～令和3年1月以前の場合
[bookmark: _Hlk72484683]R２．２
R３．１



基準月


基準月の前年同月



[bookmark: _Hlk72485989]

前年同月と比較


（２）「基準月」が令和3年2月以降の場合
　　①原則
基準月の前々年同月


基準月


R２．２
R３．２






前々年同月と比較


　　　② ①の比較時に、売上高が15％以上減少していないとき）R３．２


基準月の前年同月

R２．２



基準月





	前年同月と比較

